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第1章 はじめに 

1.1 有明海・八代海等総合調査評価委員会の経緯 

2000(平成 12)年度の有明海のノリ不作を契機として、国民的資産である有明海及び八

代海を豊かな海として再生させることを目的とした「有明海及び八代海を再生するための特

別措置に関する法律」が議員立法により制定され、2002(平成 14)年 11 月に施行された。そ

の後、2011(平成 23)年 8 月には「有明海及び八代海等を再生するための特別措置に関す

る法律」（以下「特別措置法」という。）として改正施行され、有明海及び八代海に隣接する

海域として、橘湾及び熊本県天草市牛深町周辺の海面が改正特別措置法に基づく対象

海域に追加された。 

特別措置法では有明海・八代海等総合調査評価委員会(以下「評価委員会」という。)の

設置が位置付けられており(同法第 25 条)、その所掌事務として、国及び関係県が行う総合

的な調査の結果に基づいて有明海及び八代海等の再生に係る評価を行うこと、及びこれ

らの事項に関して主務大臣等に意見を述べることとされている。 

なお、2021（令和 3）年 4 月には特別措置法が改正施行され、評価委員会は、毎年、そ

の所掌事務の遂行の状況を分かりやすい形で公表することとされている。 

 

1.2 有明海・八代海等総合調査評価委員会報告について 

評価委員会では、これまでに 

・「有明海・八代海総合調査評価委員会報告書」平成 18 年 12 月 

・「有明海・八代海等総合調査評価委員会報告」平成 29 年 3 月(以下「平成 28 年度委員

会報告」という。) 

を取りまとめ、主務大臣等に提出した。 

このうち、平成 28 年度委員会報告では、有明海・八代海等を豊かな海として再生するこ

とを目的として、海域全体において目指すべき再生目標を設定し、これを踏まえて、生態系

の構成要素又は水産資源として重要と考えられる生物に係る 4 項目の問題点（ベントスの

変化、有用二枚貝の減少、ノリ養殖の問題、魚類等の変化）の確認とその原因・要因の考

察を行い、海域全体に係る再生方策（全体方策）や個別海域毎に目指すべき再生方策を

整理した。また、その当面の目標時期を概ね 10 年後(2026（令和 8）年度)とした。 

一方、平成 28年度委員会報告では、科学的に明らかにならなかった点も残されたため、

今後、長期的に蓄積すべき観測データや、新たに実施すべき調査・研究開発の課題につ

いても具体的に示した。 
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1.3 平成 28 年度委員会報告における基本的な考え方と再生目標 

平成 28 年度委員会報告に示された有明海・八代海等を再生するための基本的な考え

方と再生目標は以下のとおりである。 

 

【基本的な考え方】 (平成 28 年度委員会報告より抜粋) 

有明海及び八代海においては、閉鎖性海域という条件の下、漁業、干拓、防災、海上

交通等のための開発が継続的に行われてきたことから、両海域は、自然環境自体の長期

的変化とともに、人為的な働きかけを受けつつ、その海域環境や生態系を変遷させて今

日に至ったものと考えられる。 

両海域が抱える諸問題の原因・要因を可能な限り的確に把握した上で、国や地方公共

団体等の関係行政機関のみならず、有識者、教育・研究機関やＮＰＯ、漁業者、企業等

の多様な主体が両海域の再生に取組むことが望ましい。 

こうした原因・要因の考察については、その特定自体は目的ではなく、有明海及び八代

海の再生に向けた措置に資するとの観点から、評価委員会としての見解を示すものであ

る。 

 

 

【有明海・八代海等の海域全体に係る再生目標(全体目標)】(平成 28 年度委員会報告

より抜粋) 

有明海及び八代海等を再生するための特別措置に関する法律（平成 14 年法律第 120

号）においては、有明海及び八代海等が、国民にとって貴重な自然環境及び水産資源の

宝庫として、その恵沢を国民がひとしく享受し、後代の国民に継承すべきものであることに

鑑み、海域の特性に応じた当該海域の環境の保全及び改善並びに当該海域における水

産資源の回復等による漁業の振興に関し実施を促進する等特別の措置を講ずることによ

り、豊かな海として再生することを目的としており、この目的と前章で整理した環境等の変

化も勘案して、有明海・八代海等の海域全体において目指すべき再生目標（全体目標）を

次のとおりとする。 

〇希有な生態系、生物多様性及び水質浄化機能の保全・回復 

有明海、八代海等は、他の海域ではみられない希有な生態系を有しており、高い生

物多様性及び豊かな生物生産性を有している。広大な干潟や浅海域は、有明海、八代

海等を特徴付ける生物種をはじめとする希有な生態系、生物多様性の基盤となるととも

に、水質浄化機能を有している。このような生態系、生物多様性及び水質浄化機能を、

後世に引き継ぐべき自然環境として保全・回復を図る。 

〇二枚貝等の生息環境の保全・回復と持続的な水産資源の確保 

有明海、八代海等を水産資源の宝庫として後世に引き継ぐためには、海域環境の特

性を踏まえた上で、底生生物の生息環境を保全・再生し、二枚貝等の生産性の回復を

はじめとする底生生態系の再生を図り、ノリ養殖、二枚貝及び魚類等（養殖を含む。）の

多種多様な水産資源等の持続的・安定的な確保を図る。 
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これらの目標は、独立しているものではなく、希有な生態系、生物多様性の保全・再生、

水産資源等の回復及び持続的かつ安定的な確保は、共に達成されるべきものである。 

上記の再生目標（全体目標）を踏まえ、有明海、八代海等の多様な生物の生息環境の

確保を図りつつ、生態系を構成する上で、又は水産資源として重要と考えられる生物につ

いて、平成 28 年度委員会報告では「ベントス（底生生物）の変化」、「有用二枚貝の減少」、

「ノリ養殖の問題」及び「魚類等の変化」の 4 項目を取り上げることとした。 

また、平成 28 年度委員会報告では、これらの変化に着目し、問題点の確認及びその原

因・要因の考察や、物理環境等の海域環境の現状と変化の整理を行い、さらに、有明海・

八代海における問題点と原因・要因との関連の可能性についても整理した。 

 

さらに、有明海、八代海等は様々な環境特性を持ち、生物の生息状況も異なることから、

問題点とその原因・要因が海域毎に異なるものもあると考えられる。このため、有明海、八

代海を環境特性により区分し、個別海域毎に問題点及びその原因・要因の考察を進めるこ

とによって、各海域の再生に係る適切な評価、再生方策を見出すことにつながることが期

待できるとして、平成 28 年度委員会報告においては図 1.3-1 に示すとおり有明海を 7 区

分、八代海を 5 区分に分け、それぞれの問題点とその原因・要因が整理され、個別海域毎

の再生目標と再生方策が示されたところであり、それ以降、関係省庁・関係県等の関係機

関が再生目標の達成に向けて再生方策を実施してきたところである。 
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図 1.3-1 有明海及び八代海の海域区分 

 

1.4 水産資源再生方策検討作業小委員会及び海域環境再生方策検討作業小委員会の設置

について 

評価委員会は、「水産資源再生方策検討作業小委員会及び海域環境再生方策検討作

業小委員会の設置について」（平成 30 年 3 月 13 日委員会決定）に基づき、委員会の下に

「水産資源再生方策検討作業小委員会」(以下「水産小委」という。)及び「海域環境再生方

策検討作業小委員会」(以下「海域小委」という。)を設置し、各関係機関等が再生目標に向

けて実施している再生方策等に関連して、前者においては水産資源をめぐる問題点及び

漁場環境の特性に係る情報の収集・整理・分析、後者においては海域環境及び生態系の

特性に係る情報の収集・整理・分析をそれぞれ行った。 

 

1.5 中間取りまとめの位置づけ 

当該「中間取りまとめ」は、目標の中間段階である 2021（令和 3）年度時点での関係機関

等が実施した再生方策の実施状況等を整理し、平成 28 年度委員会報告に掲げられた再

生目標や再生方策等と照らし合わせ、その進捗状況や課題等について整理を行い、令和

8 年度委員会報告に向けて必要となる検討事項等について取りまとめたものである。 
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1.6 中間取りまとめ作成の経緯について 

中間取りまとめに係るこれまでの検討状況は表 1.6-1 に示すとおりである。 

 

表 1.6-1 中間取りまとめに係るこれまでの検討状況 

区分・時期 検討内容 

第 42 回評価委員会 

(平成 30 年 3 月 13 日) 

「今後の審議進め方」及び「小委員会の設置」を決定し、令和 3年度に中

間取りまとめを行うこととされ、加えて 

・水産資源再生方策検討作業小委員会(水産小委) 

・海域環境再生方策検討作業小委員会(海域小委) 

の 2 つの作業小委員会を設置 

第 1 回水産小委・海域小委(合同開催) 

(平成 30 年 8 月 29 日) 

「ベントス」、「有用二枚貝」、「ノリ養殖」及び「魚類等」（4 項目）並びに「4

項目全体に係る海域環境」について、水産小委、海域小委及び両小委

合同で検討を行う項目に作業分担を行うとともに、解析にあたっての

データ整理・分析の方針について検討を行い、「小委員会の作業方針に

ついて」（以下「作業方針」という。）を審議 

第 2 回水産小委・海域小委(合同開催) 

(平成 31 年 1 月 23 日) 

作業方針に基づき、平成 28 年度以降に関係省庁及び関係県が取りまと

めた調査結果等について、ヒアリングを実施 

第 43 回評価委員会 

（平成 31 年 3 月 22 日） 

平成 30 年度の水産小委・海域小委の取組や、再生方策の取組状況を

報告 

第 3 回水産小委・海域小委 

（令和元年 8 月 2 日） 

令和 3 年度の中間取りまとめに向けて、小委員会における情報収集の具体

的な内容を定めた「小委員会における今後の情報の収集・整理・分析」を決

定し、 第 4 回から第 6 回の小委員会において、関係省庁及び関係県が実

施した情報の収集・整理・分析状況の報告を行うこととした 

第 4 回水産小委・海域小委 

（令和元年 11 月 29 日） 

「小委員会における今後の情報の収集・整理・分析」に基づき、水産小委

では有用二枚貝に関する情報収集等を実施し、海域小委では海域環境

に関する情報収集等を実施 

第 5 回水産小委・海域小委 

（令和 2 年 7 月 29 日） 

「小委員会における今後の情報の収集・整理・分析」に基づき、水産小委

では有用二枚貝、ノリ養殖、魚類等に関する情報収集等を実施し、海域

小委では海域環境、森林、土砂に関する情報収集等を実施 

第 45 回評価委員会 

(令和 2 年 10 月 2 日) 

第 4 回水産小委・海域小委、第 5 回水産小委・海域小委での情報収集

結果を報告し、また、中間取りまとめに盛り込む項目(案)について審議 

第 6 回水産小委・海域小委(合同開催) 

(令和 2 年 12 月 8 日) 

「小委員会における今後の情報の収集・整理・分析」に基づき、魚類等及

び有用二枚貝に関する情報収集等を行い、また、中間取りまとめに盛り

込む項目等を報告・審議 

第 7 回水産小委・海域小委(合同開催) 

(令和 3 年 2 月 22 日) 

「小委員会における今後の情報の収集・整理・分析」に基づき、中間取り

まとめに盛り込む項目及びその内容等を報告・審議 

第 46 回評価委員会 

(令和 3 年 3 月 30 日) 

第 6回及び第 7回水産小委・海域小委（合同開催）での検討結果を報告

し、また、中間取りまとめに盛り込む項目及びその内容等について審議 

第 8 回水産小委・海域小委(合同開催) 

(令和 3 年 11 月 15 日) 

中間取りまとめの目次案及び各章の文案等を審議し、また、環境変化に

適応したノリ養殖技術の開発について報告 

第 47 回評価委員会 

(令和 3 年 12 月 24 日) 

第 8回水産小委・海域小委（合同開催）での検討結果を報告し、また、中

間取りまとめの内容等について審議 

第 9 回水産小委・海域小委(合同開催) 

(令和 4 年 1 月 24 日) 

中間取りまとめの各章の文案等を審議 

第 48 回評価委員会 

(令和 4 年 2 月 9 日) 

中間取りまとめの各章の文案等を審議 

第 49 回評価委員会 

(令和 4 年 3 月予定) 
 

 注）第 44 回評価委員会は令和元年 12 月 17 日に書面開催し、委員長を選任した。 

今後の委員会の検討内容を追加予定 
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1.7 中間取りまとめの構成 

第 1 章では、本中間取りまとめの背景として、有明海・八代海等総合調査評価委員会や

その下の小委員会についての経緯や、平成 28 年度委員会報告の主要点、中間取りまとめ

の位置づけ等の整理を行った。 

第 2 章では、有明海・八代海等の環境等の状況について、平成 28 年度委員会報告の

後、新たに得られたデータや知見が得られた情報を中心に整理した。なお、中間取りまと

めでは、全体の量を抑えるため、平成 28 年度委員会報告による知見から変わっていない

点については、基本的に記載を割愛するとともに、経年的に大きな変化傾向が見られてい

ない図表や参考情報となる図表については資料編に整理した。 

第 3 章では、平成 28 年度委員会報告で示された再生目標を達成するための再生方策

等の実施状況等と課題を整理した。 

第 4 章では、第 3 章での整理を踏まえ、今後、適切かつ効果的な再生方策等を進める

ための共通する課題を整理した。 

 

なお、上述のとおり、中間取りまとめにおいては、平成 28 年度委員会報告以降に得られ

たデータ等をもとに、新たな知見が得られているものを中心に記載している。そのため、有

明海・八代海等の再生に関する全体的な理解のためには、平成 28 年度委員会報告と本

中間取りまとめを併せて参照する必要があることに留意すべきである。 
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第2章 有明海・八代海等の環境等の状況 
第 2 章では平成 28 年度委員会報告以降における有明海・八代海等の環境の状況

を、平成 28 年度委員会報告の第 3 章の構成に沿って整理した。なお、平成 28 年度委

員会報告では、再生目標を踏まえ、生態系の構成要素又は水産資源として重要と考えら

れる生物について 4 項目を取り上げることとしたが、そのうち、ノリ養殖（赤潮による被害）

は「2.8 赤潮」に、ベントス、有用二枚貝、ノリ養殖（生産量）、魚類等は「2.9 生物」にその

状況等を整理した。 

なお、平成 28 年度委員会報告以降において、新たなデータや知見等が得られた情報

を中心に整理を行っており、平成 28 年度委員会報告と同じデータや知見等については

記載を割愛するとともに、経年的に大きな変化傾向がみられていない図表や参考情報と

なる図表等は資料編に記載した。 

第 2 章の構成と記載事項を表 2-1 に示す。 

 

表 2-1 第 2 章の構成と記載事項 

構成 記載事項 

2.1 汚濁負荷 汚濁負荷量の状況 

2.2 河川からの土砂流入 大雨等の状況、河川流量の状況、近年の豪雨による土

砂の発生 

2.3 潮汐・潮流 潮位の状況、潮流の状況 

2.4 水質 水質環境基準達成率、水質の動向 

2.5 底質 底質の分布、経年変化等 

2.6 貧酸素水塊 底層溶存酸素量、貧酸素水塊の発生状況、経年変化

等、気候変動が与える影響 

2.7 藻場・干潟等 藻場・干潟の分布・面積、海洋ごみの状況等 

2.8 赤潮 赤潮の発生状況・特徴、漁業（ノリ養殖、魚類養殖）被

害の状況等 

2.9 生物 固有種・希少種等、ベントス、有用二枚貝、魚類、漁

業・養殖業生産量 

 注）主なもの以外の図表、関係機関の行った事業はケーススタディとして資料編に記載 
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2.1 汚濁負荷 

2.1.1 排出負荷量 

1965（昭和 40）～2019（令和元）年度における有明海・八代海の流域の家庭（生活

系）、事業場（産業系）、家畜（畜産系）、山林、田畑等（自然系）の各発生源から排出さ

れる排出負荷量を算定し、その経年変化のグラフ等は資料編に記載した（資料編デー

タ集（以下「データ集」という。）2.1.1）。 

平成 28 年度委員会報告以降における排出負荷量の経年変化については、それ以

前の傾向と同様であり、やや減少あるいは横ばい傾向で推移している。 

 

2.1.2 陸域から海域への流入負荷量 

1965（昭和 40）～2019（令和元）年度における河川等を通じて有明海及び八代海に

流入する負荷量を算定した（図 2.1.2-1、図 2.1.2-2）。 

有明海の COD、T-N 及び T-P、八代海の COD 及び T-P の流入負荷量は、平成

28 年度委員会報告以前の傾向と同様であり、1975（昭和 50）～1980（昭和 55）年度頃

に高く、その後減少し、1990 年代後半からは概ね横ばい傾向であるが、八代海の T-N

の流入負荷量は、1975（昭和 50）年度頃から概ね横ばいで推移している。 

流域別にみると、有明海では筑後川流域からの流入負荷量が大きく、直近 5 年間で

は、それぞれ全体の 32～35％（COD）、25～26％（T-N）、24～27％（T-P）程度、八代

海では球磨川流域からの流入負荷量が大きく、それぞれ全体の 39～47％（COD）、26

～34％（T-N）、27～38％（T-P）程度を占めている。 

 

2.1.3 海域への直接負荷量を含めた汚濁負荷量 

陸域からの流入負荷量に加え、海域への直接負荷量（降雨、ノリ養殖（酸処理剤及

び施肥）、魚類養殖、底質からの溶出）を含めた汚濁負荷量について、その経年変化の

グラフ等は資料編（データ集 2.1.3）に記載した。この結果によると、有明海の COD、T-

N 及び T-P、八代海の COD は、陸域からの流入負荷量と同様に、1975（昭和 50）～

1980（昭和 55）年度頃に高く、その後減少し、1990 年代後半からは概ね横ばい傾向で

あるが、八代海の T-N 及び T-P は 2006（平成 18）年度、2009（平成 21）年度頃が最

大であり、2010（平成 22）年度以降は減少傾向にある。 
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注）1995（平成 7）年までは、グラフ中の「本明川」の項目に本明川流域からの負荷量を算定し、本明川流域以外から諫

早湾（有明海）に流入する負荷量は「その他の流域」の一部として算定している。一方、1998（平成 10）年以降は、
「本明川」の項目に諫早湾干拓事業の潮受堤防排水門からの負荷量（調整池の水質と排水量より算定したもの）を
記載しており、1998（平成 10）年度以降は他の河川からの流入負荷量と算定方法が異なるため、河川からの負荷量
と排水門からの負荷量について単純に比較できないことに留意する必要がある。 

図 2.1.2-1 有明海への流入負荷量の経年変化 

出典：環境省資料 
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図 2.1.2-2 八代海への流入負荷量の経年変化 

出典：環境省資料 

 

2.1.4 まとめ 

近年における有明海・八代海の流域の各発生源からの排出負荷量は、平成 28 年度

委員会報告以前の傾向と同様であり、やや減少あるいは横ばい傾向で推移している。 

河川等を通じて海域に流入する負荷量については、有明海の COD、T-N、T-P、八

代海の COD、T-P では、1975（昭和 50）～1980（昭和 55）年度頃に高く、その後減少

し、1990 年代後半からは横ばい傾向、八代海の T-N は 1975（昭和 50）年度頃から概

ね横ばいで推移している。 
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八代海の COD では、1975（昭和 50）～1980（昭和 55）年度頃に高く、その後減少し、

1990 年代後半からは横ばい傾向、八代海の T-N、T-P は 2006（平成 18）年度、2009

（平成 21）年度頃が最大であり、2010（平成 22）年度以降は減少傾向にある。  
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2.2 河川からの土砂流入 

平成 28 年度委員会報告では、有明海・八代海に流入する代表的な河川について、

その流況と海域に流入する土砂量に関する情報を整理したところであるが、その後、

2017（平成 29）年 7 月九州北部豪雨等の大雨が頻発していることから、ここではこれら

大雨等の発生状況や河川流量の状況を整理するとともに、豪雨等に伴う河道内への土

砂移動や土砂堆積についての調査結果を整理した。なお、平常時における土砂流入

に関する知見等については、令和 8 年度委員会報告で取りまとめる予定である。 

 

2.2.1 大雨等の状況 

(1) 大雨等が発生した主な気象事例 

2005（平成 17)年以降において、特に九州北部地方を中心に大雨等が発生した主な

気象事例について整理した（表 2.2.1-1）。 

九州北部地方においては、近年、毎年のように豪雨や大雨等の事象が発生している。 

 

表 2.2.1-1 九州北部地方を中心に大雨等が発生した主な気象事例 

№ 年 期間 名称 概要 

1 2005（平成 17）年 7 月 8 日～10 日 梅雨前線による大雨 
九州地方や東海地方で激しい
雨 

2 

2006（平成 18）年 

6 月 21 日～28 日 梅雨前線による大雨 熊本県を中心に西日本で大雨 

3 7 月 15 日～24 日 平成 18 年 7 月豪雨 
長野県、鹿児島県を中心に九
州、山陰、近畿、北陸地方の
広い範囲で大雨 

4 2007（平成 19）年 7 月 1 日～17 日 
台風第 4 号と梅雨前
線による大雨と暴風 

沖縄から東北南部の太平洋側
にかけての広い範囲で大雨 

5 2009（平成 21）年 7 月 19 日～26 日 
平成 21 年 7 月中国・
九州北部豪雨 

九州北部・中国・四国地方など
で大雨 

6 2010（平成 22）年 7 月 10 日～16 日 梅雨前線による大雨 
西日本から東日本にかけて大
雨 

7 2011（平成 23）年 6 月 10 日～21 日 梅雨前線による大雨 九州各地で大雨 

8 2012（平成 24）年 7 月 11 日～14 日 
平成 24 年 7 月九州
北部豪雨 

九州北部を中心に大雨 

9 2016（平成 28）年 6 月 19 日～30 日 梅雨前線による大雨 西日本を中心に大雨 

10 2017（平成 29）年 7 月 5 日～6 日 
平成 29 年 7 月九州
北部豪雨 

西日本で記録的な大雨 

11 2018（平成 30）年 6 月 28 日～7 月 8 日 平成 30 年 7 月豪雨 
西日本を中心に全国的に広い
範囲で記録的な雨 

12 2019（令和元）年 8 月 26 日～29 日 前線による大雨 
九州北部地方を中心に記録
的な大雨 

13 2020（令和 2）年 7 月 3 日～31 日 令和 2 年 7 月豪雨 

西日本から東日本、東北地方
の広い範囲で大雨。4 日から 7
日にかけて九州で記録的な大
雨。球磨川など大河川で氾
濫。 

出典：気象庁 HP「災害をもたらした気象事例」及び一般社団法人九州地域づくり協会「九州災害履歴情報データベー

ス」をもとに環境省が作成した。 
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(2) 降水量の状況 

2005（平成 17)年～2020（令和 2）年の有明海・八代海流域に位置する主な気象観測

所における日降水量の状況を図 2.2.1-1 に示す。 

表 2.2.1-1 に示した気象事例の際には、日降水量 150mm を超えるような大雨が生じ

ており、特に近年においては久留米や白石で日降水量 250mm を超える大雨が多く発

生している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1-1 主な気象観測所における日降水量の状況 

出典：気象庁 HP「過去の気象データ」をもとに環境省が作成した。 
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また、九州及び山口県において、1 時間 50mm 以上（「非常に激しい雨」、「猛烈な雨」）

の回数は、増加傾向がみられる（図 2.2.1-2）。「令和 2 年 7 月豪雨」などの影響で、

2020（令和 2）年の 1 時間降水量 50mm 以上の回数は、統計開始以降、1993（平成 5）

年に次いで 2 番目に多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）統計期間：1976（昭和 51）年～2020（令和 2）年。アメダス 1 地点あたりの回数に換算 

  青棒：年々の値 

  赤の直線：長期変化傾向（有意な長期変化傾向がある場合のみ表示） 

 

図 2.2.1-2 1 時間降水量 50mm 以上の年間発生回数の経年変化（九州・山口県） 

出典：福岡管区気象台（2021）「九州・山口県の気候変動監視レポート 2020」 
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2.2.2 河川流量の状況 

河川流量の変化は、汚濁負荷や土砂の流入量を左右するのみでなく、海域の流れ

や密度成層にも影響するため、有明海及び八代海に流入する一級河川の日平均流量

の状況を図 2.2.2-1 及び図 2.2.2-2 に示す。また、一級河川の月平均流量の状況を

図 2.2.2-3 及び図 2.2.2-4 に示す。 

表 2.2.1-1 に示した大雨等が発生した時期に流量が増大しており、特に近年におい

ては、有明海流入河川では「平成 24 年 7 月九州北部豪雨」、「平成 30 年 7 月豪雨」、

八代海流入河川でも「平成 30 年 7 月豪雨」に伴って大規模な出水が発生している。な

お、出典とした国土交通省「水文水質データベース」では 2020（令和 2）年の流量デー

タが公表されていない河川があるため、全ての河川の流量データが公表されている

2019（令和元）年までのデータを整理した。 

上記のとおり公表されているデータに限りがあり、欠測も含まれているため、降水量と

同様の統計解析は困難であるが、河川流量は降水量の影響を強く受けるため、近年の

1 時間 50mm 以上の大雨の回数増加を受けて、洪水の発生頻度も増加傾向にあると考

えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）有明海に流入する一級河川の合計は、筑後川（瀬ノ下）、嘉瀬川（川上）、六角川（溝ノ上）、本明川（裏山）、矢部

川（船小屋）、菊池川（山鹿）、白川（代継橋）、緑川（城南）の日平均流量の合計とした。 

 

図 2.2.2-1 有明海に流入する一級河川の日平均流量の状況 
出典：国土交通省「水文水質データベース」をもとに環境省が作成した。 
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図 2.2.2-2 八代海に流入する一級河川の日平均流量の状況 
出典：国土交通省「水文水質データベース」をもとに環境省が作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.2-3 有明海に流入する一級河川の月平均流量の状況 
出典：国土交通省「水文水質データベース」をもとに環境省が作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.2-4 八代海に流入する一級河川の月平均流量の状況 
出典：国土交通省「水文水質データベース」をもとに環境省が作成した。 
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2.2.3 近年の豪雨による土砂の発生 

(1) 斜面崩壊の状況 

有明海に流入する一級河川筑後川の流域において、平成 24 年７月九州北部豪雨の

前・後、及び平成 29 年７月九州北部豪雨の後の 3 時点における崩壊地の存在状況変

化は図 2.2.3-1 に示すとおりである。中段の図が平成 24 年 7 月九州北部豪雨の発生

後の状況であり、青点が崩壊箇所を示す。下段の図が平成 29 年 7 月九州北部豪雨の

発生後の状況で、特に中流右岸流域で赤点が集中しており、多数の崩壊が発生したと

推定される。 

また、平成 29 年 7 月九州北部豪雨の斜面崩壊位置は図 2.2.3-2 に示すとおりであ

る。この豪雨による斜面崩壊（土砂発生域）については、12 時間雨量が 400mm を超過

する範囲に崩壊地が集中している傾向がみられており、地質別にみると深成岩（花崗岩）

や変成岩を主体とする地域で崩壊が多く発生している。 
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図 2.2.3-1 近年の大規模災害による斜面崩壊の状況 

出典：環境省（2020）「有明海・八代海等総合調査評価委員会 第 5回海域環境再生方策検討作業小委員会資料」 

  

平成29年7月豪雨災害後

：平成29年災害後の崩壊地

平成24年7月豪雨災害後

：平成24年災害後の崩壊地

筑後川流域内崩壊地の存在状況の変化

平成24年7月豪雨災害前

：平成24年災害前の崩壊地

中流右岸流域の平成 29 年 7 月九州北
部豪雨の後の崩壊地が圧倒的に多い 

花月川で氾濫による 
大規模な浸水被害が発生 

巨瀬川、隈ノ上川 
で氾濫が発生 

中流右岸流域で大規模浸水に
加え、土砂・流木流出による甚

大な被害が発生 
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※表層地質は、国土交通省国土政策局 国土情報課 HP より 

崩壊地は、被災後撮影のオルソ画像より判読したもの 

 

図 2.2.3-2 平成 29 年 7 月九州北部豪雨の斜面崩壊位置 

出典：環境省（2020）「有明海・八代海等総合調査評価委員会 第 5回海域環境再生方策検討作業小委員会資料」 

 

(2) 発生土砂量 

平成 29 年 7 月九州北部豪雨における筑後川中流右岸流域の支川別の発生土砂量

は図 2.2.3-3 に、流出土砂量は表 2.2.3-1 に示すとおりである。この豪雨による筑後川

右岸流域の斜面の崩壊面積（発生域）は 4.44km2、発生土砂量は約 1,000 万 m3※にも

及び、そのうちの約 200 万 m3※が河川へ流出したと推定されている。 

 ※土砂量の算出は、被災前後の地形データの差分により算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.3-3 平成 29 年 7 月九州北部豪雨における筑後川中流右岸流域支川の発生土

砂量 

出典：環境省（2020）「有明海・八代海等総合調査評価委員会 第 5回海域環境再生方策検討作業小委員会資料」  
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表 2.2.3-1 平成 29 年 7 月九州北部豪雨における筑後川中流右岸流域支川の流出土

砂量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省（2020）「有明海・八代海等総合調査評価委員会 第 5回海域環境再生方策検討作業小委員会資料」 

 

(3) 豪雨後の河川の状況 

平成 29 年 7 月九州北部豪雨災害後の筑後川の河床高の変化は図 2.2.3-4 に示す

とおりである。図中の緑線が 2012（平成 24）年 8 月、赤線が 2018（平成 30）年 5 月の河

床高であり、また、上図の実線が平均河床高、点線が最深河床高を示したものである。

下図は河床高でプラスが堆積、マイナスが洗掘を表す。これらから筑後川中流域では平

均河床高、最深河床高ともに上昇していることが確認できる。 

平成 29 年 7 月九州北部豪雨災害後の筑後川の河床材料の変化は図 2.2.3-5 に示

すとおりである。筑後川の中流域で、河床材料を比較すると、粒径が小さくなっている傾

向であり、堆積している土砂の成分は１mm 前後の砂が主体である。 

平成 29 年 7 月九州北部豪雨災害後の筑後川における航空写真等からみた河川の

状況は図 2.2.3-6 に示すとおりである。豪雨前後の河川の状況を航空写真から比較し

たところ、筑後川本川では砂州の形状や大きさ等に明確な変化は認められない。また、

令和元年時点の状況からは、砂州の表面等には砂の存在が確認できるが、現時点では

瀬や淵などの著しい変化は特段生じていない。 

  

（流出土砂量がマイナスになる
場合は「０」としている） 約２００万m3
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注）「k」は河口からの距離（km）を指す。 

図 2.2.3-4 平成 29 年 7 月九州北部豪雨災害後の筑後川（河床高の変化） 
出典：環境省（2020）「有明海・八代海等総合調査評価委員会 第 5回海域環境再生方策検討作業小委員会資料」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）「k」は河口からの距離（km）を指す。 

図 2.2.3-5 平成 29 年 7 月九州北部豪雨災害後の筑後川（河床材料の変化） 
出典：環境省（2020）「有明海・八代海等総合調査評価委員会 第 5回海域環境再生方策検討作業小委員会資料」  
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注）「k」は河口からの距離（km）を指す。 

図 2.2.3-6 平成29年 7月九州北部豪雨災害後の筑後川（航空写真等からみた河川の状況） 

出典：環境省（2020）「有明海・八代海等総合調査評価委員会 第 5回海域環境再生方策検討作業小委員会資料」 

 

2.2.4 まとめ 

近年、九州北部地方では毎年のように豪雨や大雨等の事象が発生しており、これらに

伴って河川では大規模な出水が発生している。直近では、八代海に注ぐ球磨川におい

て、2020（令和 2）年 7 月豪雨により大規模な出水が発生している。 

2012（平成 24）年 3 月以降に実施した筑後川流域での発生土砂量等の調査では、

2017（平成 29）年の豪雨により山地部崩壊等で大量の土砂が発生（約 1,000 万 m3）し、

そのうちの約 200 万 m3は河川に流出したが、残り多くの土砂は未だ山地部に残存してい

ることが想定される。また、2017（平成 29）年の豪雨前後の筑後川中流域の河床高の比

較では、平均河床高、最深河床高ともに上昇しており、河床材料についても粒径が小さく

なっている傾向がみられた。これら大量の土砂が、今後の降雨により筑後川等へ流出し、

また、河川から海域へ流出してくると想定され、河道流下能力の低下、河道内施設（取水

等）への影響、良好な生物環境の保全に資するため、流域の土地利用や瀬・淵などの変

化等にも注視していく必要があると考えられる。 

今後、定期的な基礎調査を実施し、崩壊土砂の流出、河道内の土砂堆積と海へ至る

流下、生物環境への影響について継続的にモニタリングを行うとともに、モニタリング結果

から治水・利水・環境への影響を把握し、崩壊土砂の流出に伴う河川管理上の問題が生

じた場合には、必要に応じて適切な対応を行っていくことが重要である。 
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2.3 潮汐・潮流 

2.3.1 潮位の状況 

有明海では 1 日 2 回の満潮と干潮を迎える際の潮位差が大きく、特に湾奥部では大

潮期には最大約 6m に達する。 

潮汐は主に月と太陽の引力から生じる異なる周期を持つ分潮で構成され、M2 分潮

（主太陰半日周潮）、S2 分潮（主太陽半日周潮）、O1 分潮（主太陰日周期）、K1 分潮（日

月合成日周期）を主要 4 分潮と呼ぶ。月の引力による分潮（主要 4 分潮では、M2、K1、

O1）は月の軌道の昇交点の周期変動（約 18.6 年周期）の影響を受けて振幅や位相が

毎年変動する。有明海では湾口部から湾奥部に向かって潮位差は増大するが、これは

有明海の固有振動周期が半日周期に近く、半日周期の外洋の潮汐振幅と湾内水が共

振現象を起こすためである。有明海の最も大きな分潮成分は M2 分潮であり、S2 分潮が

これに次ぐ 1)。湾奥部の潮位差の増大には湾の固有振動による半日周潮（M2 分潮＋S2

分潮）の増幅が大きく関与する。 

 

(1) M2 分潮振幅の経年変化 

大浦における 1968（昭和 43）年から現在までの M2 分潮振幅は、全体としては減少傾

向にあり、この中で、周期的な増減を示し、より外海に近接する口之津においても同様

の変化傾向がみられる。月昇交点位置変化の影響を含む長期的な M2 分潮振幅の増

減は、いずれも 1979（昭和 54）年頃と 1995（平成 7）年頃に極大となった後、2007（平成

19）年にかけて減少し、その後 2015（平成 27）年頃に極大となり、現在は再び減少して

いる（図 2.3.1-1）。平成 28 年度委員会報告において、M2分潮振幅の長期変化の要因

については、1)有明海内の海水面積の減少（内部要因）、2)平均潮位の上昇（外部効

果）、3)外洋潮汐振幅の減少（外部効果）等が挙げられている。これらの影響度合いに

関する見解は異なっており 2)、3)、4)、5)、6)、現在においても新たな知見は得られていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1-1 大浦及び口之津のM2潮汐振幅の経年変化（月昇交点位置変化の影響を含む） 
出典：JODC オンラインデータ提供システム「気象庁潮位観測資料 大浦・口之津毎時潮位」をもとに環境省が作成した。 
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(2) 有明海の平均潮位の上昇 

平均潮位は、湾奥部に位置する大浦、より外海に近接した口之津でともに 1990（平成

2）年頃から上昇しており、外海の長崎や枕崎においても同様に上昇している（図 

2.3.1-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）1.本図は、有明海･八代海総合調査評価委員会（2006）｢委員会報告｣の図 3.5.7 に海岸昇降検知センターHP：日

本列島沿岸の年平均潮位（1894 年～）の 2001 年以降の値を追加している。 

2.平均潮位データは、験潮場の地盤を基準とした海面変化であり、地殻上下変動に伴う験潮場の標高の変化は加

味されていない。 

図 2.3.1-2 年間の平均潮位の推移 
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2.3.2 潮流の状況 

平成 28 年度委員会報告以降、平常時における潮流の状況に関する新たな知見は

得られていないが、近年、豪雨が多発していることを踏まえ、豪雨前後での潮流の状況

を把握するため、「有明海水質連続観測調査」の結果をもとに、有明海湾奥部（P1、P6

地点）における 3 層（海面下 1.5m、5m、10m）の潮流の状況を整理した。整理にあたって

は、令和 2 年 7 月豪雨（九州では 2020（令和 2）年 7 月 4 日～7 日に記録的な大雨）を

対象として、その前の 15 日間（6 月 18 日～7 月 3 日）と豪雨後（豪雨を含む）15 日間（7

月 4 日～18 日）の 2 つの期間において、各地点での M2分潮、S2分潮の潮流楕円及び

平均流の分布をそれぞれ計算した（図 2.3.3-1）。潮流楕円については、豪雨前と豪雨

後とで M2 分潮では明確な差はみられず、S2 分潮の海面下 1.5m 層では豪雨後の方が

流速が大きくなる傾向がみられたが、この相違がみられた要因については現段階では

明らかになっておらず、今後も継続的に観測を実施していく必要がある。また、平均流

の分布は、海面下 1.5m 層では P1、P6 地点とも南下する流れが強くなる傾向がみられ

た。 

 

2.3.3 まとめ 

有明海では 1 日 2 回の満潮と干潮を迎える際の潮位差が大きく、特に湾奥部では大

潮期には最大約 6m に達する。有明海の最も大きな分潮成分は M2 分潮（主太陰半日

周潮）、であり、大浦における 1968（昭和 43）年から現在までの M2 分潮振幅は、全体と

しては減少傾向にあり、この中で、周期的な増減を示し、より外海に近接する口之津に

おいても同様の変化傾向がみられる。平成 28 年度委員会報告において、M2 分潮振幅

の長期変化の要因については、有明海内の海水面積の減少、平均潮位の上昇、外洋

潮汐振幅の減少等が挙げられているが、これら影響度合いに関する見解は異なってお

り、現在においても新たな知見は得られていない。 

平均潮位については、湾奥部に位置する大浦、より外海に近接した口之津でともに

1990（平成 2）年頃から上昇しており、外洋の長崎や枕崎においても同様に上昇してい

る。 

潮流の状況については、近年、豪雨が多発していることを踏まえ、豪雨前後での状況

を把握するため、有明海湾奥部（P1、P6 地点）の 3 層（海面下 1.5m、5m、10m）におけ

る令和 2 年 7 月豪雨の前後での潮流楕円及び平均流の分布を整理した。その結果、豪

雨前後で M2 分潮では明確な差はみられず、S2 分潮の海面下 1.5m 層では豪雨後の流

速が大きくなる傾向がみられたが、この相違の要因については明らかになっておらず、

今後も継続的に観測を実施していく必要がある。平均流の分布は、海面下 1.5m 層では

P1、P6 地点とも南下する流れが強くなる傾向がみられた。 
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注）地点毎の水深は、P6：約 12m、P1：約 21m。 

図 2.3.3-1 令和 2 年 7 月豪雨前後の M2 分潮・S2分潮の潮流楕円及び平均流の分布

の状況 
出典：国立研究開発法人 水産研究・教育機構 水産技術研究所「有明海水質連続観測調査結果」をもとに環境省が

作成した。 
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2.4 水質 

2.4.1 水質環境基準達成率の推移 

(1) COD 

COD の水質環境基準達成率ⅰ)について、有明海では、1974（昭和 49）年度以降、概

ね 80％以上で推移しており、直近年の 2019（令和元）年度は 80％である。八代海で

は、1996（平成 8）年度までは達成率が高く、100％の年もあったが、それ以降は若干低

下し、概ね 60～90％で推移している。直近年の 2019（令和元）年度は 79％である。橘

湾ⅱ)では 30～100%と有明海及び八代海に比べ変動が大きいものの、100％の年が他の

海域より多くみられ、2011（平成 23）年度以降は 100％となっている（図 2.4.1-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.1-1 有明海、八代海及び橘湾の環境基準達成率の推移：COD 
出典：環境省水・大気環境局（2020）「令和元年度公共用水域水質測定結果」、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本

県「公共用水域水質測定結果」をもとに環境省が作成した。 

 

(2) 全窒素（T-N）及び全燐（T-P） 

全窒素（T-N）及び全燐（T-P）の環境基準の達成率ⅰ)については、有明海では、比

較的達成率が低く、2006（平成 18）年度以降全て 40％である。八代海では 2010（平成

22）年度以降、75～100％で推移しており、直近年の 2019（令和元）年度は 100％である

（図 2.4.1-2）。なお、橘湾では全窒素（T-N）及び全燐（T-P）の類型指定はされていな

い。 

 

 
i）環境基準達成率（％）＝（達成水域数／類型指定水域数）×100 

全窒素（T-N）及び全燐（T-P）はともに環境基準を満足している場合に、達成水域とした。 

ii）橘湾は、「有明海及び八代海等を再生するための特別措置に関する法律」（平成 14 年法律第 120 号）による水域で

の環境基準達成率を算出した。橘湾の類型は全域Ａ類型である。 
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全窒素（T-N）については、有明海では 2007（平成 19）年度以降 80％以上の達成率

で推移しており、直近年の 2019（令和元）年度は 100％である。八代海では 2003（平成

15）年度以降は全て 100％である（図 2.4.1-3）。 

全燐（T-P）については、有明海では 2006（平成 18）年度から 2018（平成 30）年度ま

では 40％の達成率で推移し、直近年の 2019（令和元）年度は 60％である。八代海で

は、2009（平成 21）年度に一時的に 50％となったものの、それ以降の年は 75％以上で

推移しており、直近年の 2019（令和元）年度は 100％である（図 2.4.1-4）。 

 

 
図 2.4.1-2 有明海及び八代海の環境基準達成率の推移：全窒素（T-N）及び全燐（T-P） 

出典：環境省水・大気環境局（2020）「令和元年度公共用水域水質測定結果」をもとに環境省が作成した。 

 

図 2.4.1-3 有明海及び八代海の環境基準達成率の推移：全窒素（T-N） 

出典：環境省水・大気環境局（2020）「令和元年度公共用水域水質測定結果」をもとに環境省が作成した。 
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図 2.4.1-4 有明海及び八代海の環境基準達成率の推移：全燐（T-P） 

出典：環境省水・大気環境局（2020）「令和元年度公共用水域水質測定結果」をもとに環境省が作成した。 

 

 

なお、有明海・八代海の類型指定状況は資料編（データ集 2.4.1）に記載した。 
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